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新型コロナウィルス感染症流行下における 
緊急事態宣言前後の不安について

辻本　耐・森山花鈴・奥田太郎・MERE, Winibaldus Stefanus

1．問題

1.1　パンデミック下における行動制限
　2019年 12月に中国湖北省で確認された新型コロナウイルス（以下 COVID―19）は，瞬く間に世
界中に拡大した。2020年 1月 30日には世界保健機関（WHO）により「国際的に懸念される公衆
衛生上の緊急事態」に指定され，同年 3月 11日に「パンデミック（世界的大流行）」と宣言される
までに至った。
　ウイルスは増殖と感染を繰り返しながら変異することが知られており，COVID―19についても一
部の変異株で感染力や毒性が強くなったり，時に深刻な呼吸器疾患を引き起こしたりした。そのた
め，各国はこのウイルスの感染拡大を防ぐために，ワクチン接種と並行して，国境の閉鎖，学校の
閉鎖，公共イベントの禁止といったさまざまな政策を実施してきた。欧米諸国の国や都市の中では
ロックダウン（都市封鎖）が行われ，罰則を伴う夜間の外出禁止といった厳しい行動制限が課され
たところもあった。
　日本においても 2020年 1月に国内初の感染者が報告されてから，イベントの自粛や学校の臨時
休校，テレワークの推奨などが発表された。そして，国内の新規感染者の増加と医療提供体制の逼
迫に伴い，2020年 4月に一部の都府県を対象に 1回目の緊急事態宣言が発令された。この緊急事
態宣言は 2021年 9月までに計 4回発令され，不要不急の外出，移動の制限，感染拡大につながる
ような施設の利用制限が要請された。
　こういったロックダウンをはじめとする大規模な防疫政策は，感染拡大を抑えることに大きく貢
献したという報告がある［Flaxman et al, 2020; Hsiang et al, 2020］。一方，外出制限や対人接触の減少，
それに伴う生活習慣の変化は，社会・経済的な影響のみならず，我々の精神的健康にも大きな影響
をもたらした［Brooks et al., 2020］。こういった政策が長期にわたって継続されると，人間は心理
的に不安定となり，抑うつ障害や不安障害，心的外傷後ストレス障害などの問題に悩まされる可能
性が高いということも指摘されている［Bao et al., 2020］。例えば，中国における COVID―19流行
の初期段階に実施されたロックダウンにおいて，回答者の半数以上が心理的影響を中等度から重度
と評価し，約 3分の 1が中等度から重度の不安を訴えたと報告されている［Wang et al., 2020］。

1.2　COVID―19 に対する恐怖と不安
　今回のパンデミックでは，COVID―19に対する情動反応の中核をなす恐怖や不安の程度を測定す
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るための尺度開発が行われてきた1）。その代表的な尺度が，COVID―19に対する感染恐怖を測定する
「新型コロナウイルス恐怖尺度（Fear of COVID―19 Scale; FCV―19S）」である［Ahorsu et al., 2020］。
この尺度を用いた一連の研究では，精神的健康の悪化が COVID―19に対する恐怖と関連している
ことが示唆されている［Sugawara et al., 2022］。
　一方，COVID―19に対する不安については，Lee［2020］が「コロナウイルス不安尺度」を開発
している。ただし，この不安尺度は，COVID―19に関連する機能不全を伴う不安とその深刻な症状
を特定することを目的としているため，睡眠障害や食欲減退などを含む日常生活に支障をきたすよ
うな項目で構成されている。
　辻本ら［2023］は，COVID―19禍において病的な症状につながる不安ではなく，程度の差はあれ
ども誰もが感じうる社会的・認知的不快感［Gullone et al., 2000］を測定するための尺度を作成した。
この尺度は 9項目から構成される自記式質問紙であり，自らが感染したことで周囲から非難される
ことへの不安を表した「疎外不安」，感染に対する神経質な様子を表した「敏感不安」，感染したこ
との結果（影響）への不安を表した「結果不安」の 3因子で構成されている。
　パンデミックにおける行動制限下では，抑うつ障害や不安障害といった深刻な状態にまで至らな
くとも，多くの人が社会的・認知的不快感を覚えたと考えられる。行動制限が人間の心理状態に及
ぼす影響を考えるうえで，こういった COVID―19特有の不安を検討することも重要である。本研
究では，辻本ら［2023］が作成した「COVID―19に対する不安尺度」を用いて，緊急事態宣言期間
とその前後の不安の変化について検討することを第 1の目的とする。

1.3　緊急事態宣言下における予防行動
　日本において発令された緊急事態宣言は，「新型インフルエンザ等対策特別措置法」と「感染症
の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律及び検疫法」が一部改正されて施行された。こ
の緊急事態宣言には，個人に対して感染後の罰則は存在するが，行動制限を破った場合の罰則は定
められていない。つまり，緊急事態宣言の発令に伴う行動制限はあくまで要請であり法的な拘束力
のある措置ではなかった。しかし，Watanabeと Yabu［2021］が日本政府の介入施策（緊急事態宣
言と学校閉鎖）の効果を検討したところ，2020年 4月～5月の緊急事態宣言は人々の外出をそれ以
前と比較して 8.5％抑制させる効果があったと報告している2）。
　それでは，なぜ日本人は法的拘束力のなかった緊急事態宣言の要請に従ったのであろうか。渡辺
［2021］は，「介入効果」と「情報効果」という 2つのチャンネルによって，人々に行動変容が生じ
ると述べている。介入効果とは，政府の命令や要請による効果のことであり，情報効果とは，人々
が感染に関する情報を取得した結果，感染に対する恐怖心によって行動を自発的に変化させる効果
のことである。この指摘からも，ウイルスに対する恐怖や不安といった情動が予防行動に影響を及
ぼしていることが考えられる。
　日本を含む 10カ国間で FCV―19Sの得点を比較した研究［Lin et al., 2021］では，日本はイラン，
バングラデシュ，キューバに次いで 4番目に得点が高いことが示されている。このように日本人の

1）　恐怖と不安が示す感情的，生理的パターンは重なり合うため［Gullone et al., 2000］，両者を区別することは困難
である。しかし，感情的・生理的な反応パターンが共通であっても，認知的な構成はまったく異なるという指摘
［Gullone et al., 2000］があることから，本研究においては恐怖と不安は異なる情動として扱った。

2）　法的拘束力のあったアメリカのロックダウンにおける効果は 7.6％であったと報告されている［Goolsbee & 

Syverson, 2021］。
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ウイルスに対する恐怖が比較的高いことからも，緊急事態宣言の行動変容において情動の果たす役
割は大きかったことが予想される3）。そこで，2つ目の目的として，本研究では緊急事態宣言期間と
その前後における COVID―19に対する特有の不安が，予防行動に先立つリスク評価に及ぼす影響
を検討する。

2．方法

2.1　手続きと対象者
　筆者らは，2020年 9月から 2022年 9月にかけて，愛知県名古屋市内の大学において，COVID―
19禍における大学生の精神的健康状態を定期的に調査していた。当時の感染状況は，新規感染者
が増加した第 4波から第 5波にかけての時期であった。本研究では，この一連の調査の中で，緊急
事態宣言が発令された影響を検討するために，宣言発令前後に実施した調査（以下調査 1）と，宣
言が解除された影響を検討するために，解除前後に実施した調査（以下調査 2）の 2つを取り上げ
る（図 1）。
　調査 1は，2021年 4月から 6月までに開講された 2つの一般教養科目（授業 Aと授業 B）にお
いて行われた。この時期の感染状況は，都市部を中心に多くの自治体で新規感染者数と重症者数が
急速に増加していた［国立感染症研究所，2021］。筆者らの調査は学期始めに行われることになっ
ていたため，まず緊急事態宣言が発令されていなかった 4月に調査（以下前半）を実施した（調査
期間：4月 12日～18日）。その後，4月 25日から東京・大阪・兵庫・京都の 4都府県に，5月 12
日から愛知県に緊急事態宣言が発令された。そこで，愛知県内に緊急事態宣言に発令された 5月
12日以降に，同授業内で 2回目の調査（以下後半）を行った（調査期間：5月 24日～30日）。
　調査 2は，2021年 9月から 11月までに開講された 2つの一般教養科目（授業 Cと授業 D）にお
いて行われた。この時期は，7月下旬から 8月にかけて，これまでに経験したことのない規模の感
染拡大が続いていたため，多くの都道府県に緊急事態宣言が出されていた。9月に入ると新規感染
者数も減少傾向となり，9月末には緊急事態宣言が解除された。調査 2についても，9月の学期始
めに調査（前半）を行い（調査期間：9月 16日～22日），緊急事態宣言が解除された 9月 30日以
降に同授業内で 2回目の調査（後半）を行った（調査期間：11月 1～7日）。
　調査方法は調査 1と調査 2ともに質問紙調査であった。当時は，COVID―19禍の影響のもと，
オンライン形式（リアルタイム型双方向配信）での開講が主流であった。そのため，調査対象者
が質問紙に回答するためのWebフォーム（株式会社マクロミルの“Questant”を利用：https://
questant.jp）を作成して，授業内でその URLを配布し，Web上で質問紙への回答を求めた。配布
した URLの有効期間は 1週間程度であった。
　調査 1を実施した授業 Aに履修登録した受講者は 444名，授業 Bは 719名，調査 2を実施した
授業 Cは 482名，授業 Dは 535名であった。いずれの調査においても，両方の授業に登録してい
る受講者には，どちらか一方の授業でWebフォームに回答するように求めた。回答を締め切った
ところ，調査 1の前半で 578名（49.7％），後半で 422名（36.3％），調査 2の前半で 580名（57.0％），

3）　COVID―19禍における予防行動に及ぼす要因のうち，恐怖や不安以外の変数を扱ったものとして，薊［2022］は
羞恥，樋口他［2021］は防護動機理論と規範焦点理論，小森他［2023］は COVID―19に関する知識量に注目している。
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後半で 359名（35.3％）から回答を得た。

2.2　調査内容
　まず，各調査の前半と後半で対象者を紐付けるために，回答者に誕生日（月と日）と学生番号の
下 3桁を組み合わせた 5～7桁の IDの作成を依頼した。次に，基本属性（性別，年齢，学年，居
住形態，主観的健康状態（5件法））について尋ね，以下のような心理尺度とリスク評価の意識に
関する項目に回答を求めた。
　COVID―19に対する不安を測定するために，辻本ら［2023］が作成した COVID-19に対する不安
尺度を用いた。この尺度は，自らが感染したことで周囲から非難されることへの不安を表した「疎
外不安」，感染に対する神経質な様子を表した「敏感不安」，感染したことの結果（影響）への不安
を表した「結果不安」の 3因子で構成されている［付録参照］。「まったく当てはまらない（1）」か
ら「非常に当てはまる（7）」までの 7件法で回答を求め，値が高いほどそれぞれの不安が高いこと
を意味する。

図 1　全国および愛知県内の新規感染者数と調査時期
愛知県内における「まん延防止等重点措置」の発令期間は，4/20～5/11，6/21～7/11，8/8～
26であった
出典：筆者ら作成
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　精神的健康を測定するために Kessler Psychological Distress Scale（K6）日本語版（以下 K6）
［Furukawa et al., 2008］を用いた。この尺度は，過去 30日間の心理的ストレスを測定するための
もので，「いつも（1）」から「まったくない（5）」の 5件法で回答を求め，「いつも」を 4点，「まっ
たくない」を 0点として得点化した。尺度の信頼性を確認するために Cronbachのα係数を算出し
たところ，調査 1の前半が .88，後半が .90，調査 2の前半と後半ともに .89であった。分析に際し
ては，項目得点の合計を用いた。
　リスク評価として，感染リスクが高まると考えられる 3つの生活活動4）を取り上げ，これらの活
動に対する抵抗感を測定した。「電車やバスといった公共交通機関を利用する」「都道府県をまたい
で旅行する」「友だちと外食する」の各項目に対して，どの程度抵抗を感じるのかを「まったく感
じない（1）」から「非常に感じる（7）」までの 7件法で回答を求めた。得点が高いほど，感染リ
スクが高まる行動を脅威と感じていることを意味する。これらの項目の信頼性を確認するために
Cronbachのα係数を算出したところ，調査 1の前半が .75，後半が .72，調査 2の前半が .75，後半
が .76であった。分析に際しては，項目得点の合計を項目数で割ったものを用いた。

2.3　統計分析
　統計解析には R（version4.3.1）を使用した。確証的因子分析に際しては，Comparative Fit Index
（CFI），Tucker-Lewis Index（TLI），Root Mean Square Error of Approximation（RMSEA）を用い
てモデルの適合度を評価した。確証的因子分析には lavaanパッケージ［Rosseel, 2012］，パス解析
には semパッケージ［Fox, 2006］を用いた。
　平均値を比較する場合は t検定，相関分析には Pearsonの積率相関係数を用いた。相関係数の強
さの値は r ≤ .30で「弱い」，.30＜ r＜ .60で「中程度」，r ≥ .60で「強い」と判断した［Andresen, 
2000］。全ての統計的評価において，.05より小さい p値が統計的有意性を示すものとした。

2.4　倫理的配慮
　調査実施前に，調査の概略，調査への参加が任意であること，いつでも回答を中断できること，
参加しないことにより不利益が生じないことなどを記載した電子書面を閲覧してもらい，第 2著者
よりオンライン上で口頭でも説明を行った。本調査は無記名で実施されており，対象者の匿名性が
担保されているため，回答の送信をもって調査参加への同意とみなした。
　この調査は南山大学研究審査委員会の承認（2020年 5月 19日承認・承認番号 20―011）を得たう
えで実施した。

3．結果

3.1　対象者
　各調査において，前半と後半の IDが一致した対象者を抽出した。さらに，本研究では，回答者
が調査内容を精読し，正確に理解して回答しているかを判断するために，選択すべき選択肢を指示

4）　生活活動とは，余暇，職業活動上，家事など，日常生活において自己で選択した運動以外の身体活動のことであ
る［斎藤・竹中，2013］。
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する DQS（Directed Questions Scale）項目［三浦・小林，2015］を採用しており，この項目に対
して指示されていない回答を選択した者も除外した。最終的に調査 1では 287名，調査 2では 289
名を分析対象とした。対象者の属性を表 1に示す。
　調査 1における対象者の平均年齢は 18.61歳（SD＝ 0.90），調査 2における対象者の平均年齢は
19.12歳（SD＝ 1.12）であった。いずれの調査においても，女性（調査 1：70.7％・203名，調査 2：
62.3％・180名）と大学 1年生（調査 1：63.8％・183名，調査 2：62.3％・180名）の割合が高かった。

3.2　不安尺度の内的構造の確認と信頼性の検討
　まず，辻本ら［2023］と同一の因子構造が再現されるかを検証するため，各調査の前半と後半ご
とに確証的因子分析を行った5）。その結果を表 2に示す。RMSEAの値が .80～.10と高かったものの，
CFIと TLIは十分な値を示したため，適合度は許容範囲だと考えた。
　次に，信頼性を検討するために Cronbachのα係数を算出した（表 2）。その結果，F2と F3のα
係数は .70以下であった。しかし，尺度全体の値が .80以上であったため，この尺度に一定の内的
一貫性があると判断した。
　以降の分析では，各因子に含まれる項目得点の合計を項目数で割ったものを不安尺度の下位尺度
得点として用いた。

5）　辻本ら［2023］が行った確証的因子分析では，適合度を改善するために，項目間に誤差共分散を仮定したが，本
研究ではそれを行わなかった。

表 1　対象者の属性

調査 1
N＝ 287

調査 2
N＝ 289

性別
　男性
　女性

83
203

28.9％
70.7％

107
180

37.0％
62.3％

学年
　1
　2
　3
　4

183
66
28
10

63.8％
23.0％
9.8％
3.5％

180
67
32
10

62.3％
23.2％
11.1％
3.5％

居住形態
　1人暮らし
　その他

268
19

93.4％
6.6％

269
20

93.1％
6.9％

Min Max M（SD） Min Max M（SD）

主観的健康状態
精神的健康（K6）

1
0

5
20

4.05（0.83）
6.98（4.88）

1
0

5
20.5

4.03（0.95）
6.90（5.08）

主観的健康状態と K6の値は前半と後半の平均値を用いた
出典：筆者ら作成
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3.3　緊急事態宣言発令前後の不安およびリスク評価の変化
　各調査の前半と後半における不安尺度の下位尺度得点とリスク評価の得点，後半の得点から前半
の得点を引いたそれぞれの変化量の記述統計量を表 3に示す。
　まず，各調査において前半と後半の不安尺度の下位尺度得点とリスク評価の得点に差があるかど
うかを検討するために，t検定（対応あり）を行った。その結果，調査 1では，「疎外不安」におい
て有意な差は認められず（t［286］＝ 1.33，n.s.），「敏感不安（t［286］＝－4.18，p＜ .001，d＝ 0.22）」
と「結果不安（t［286］＝－2.50，p＜ .05，d＝ 0.12）」において，前半よりも後半の得点が高かった。
リスク評価についても，前半よりも後半の得点が高かった（t［286］＝－4.38，p＜ .001，d＝ 0.21）。
　調査 2では，全ての不安尺度の下位尺度得点において，後半よりも前半の得点が高かった（疎外
不安：t［288］＝ 2.65，p＜ .01，d＝ 0.11；敏感不安：t［288］＝ 10.06，p＜ .001，d＝ 0.53；結果不安：
t［288］＝ 6.26，p＜ .001，d＝ 0.30）。リスク評価についても，後半よりも前半の得点が高かった 
（t［288］＝ 11.64，p＜ .001，d＝ 0.59）。
　次に，調査 1と調査 2の調査間で各変数の変化量に差があるかどうかを確認するために，t検定
（対応なし）を行った。その結果，「疎外不安」の変化量において有意な差は認められず（t［573.36］

表 2　COVID―19に対する不安尺度の適合度指標と信頼性係数

適合度指標 信頼性係数

CFI TLI RMSEA F1 F2 F3 全体

調査 1
　前半
　後半

.94

.92
.92
.88

.08

.10
.84
.85

.67

.66
.55
.63

.80

.82

調査 2
　前半
　後半

.94

.95
.91
.93

.10

.09
.89
.91

.67

.67
.64
.69

.81

.83

CFI： Comparative Fit Index, TLI：Tucker-Lewis Index, RMSEA：Root Mean Square Error of 
Approximation

F1＝疎外不安，F2＝敏感不安，F3＝結果不安
信頼性係数は Cronbachのα係数
出典：著者ら作成

表 3　COVID―19に対する不安感とリスク評価の記述統計量

調査 1 調査 2

前半（発令前） 後半（発令中） 変化量 前半（発令中） 後半（解除後） 変化量

疎外不安
敏感不安
結果不安

4.79（1.38）
3.90（1.17）
4.96（1.06）

4.70（1.42）
4.16（1.20）
5.08（1.09）

－0.09（1.12）
　0.26（1.05）
　0.12（0.84）

4.29（1.58）
4.14（1.19）
5.08（1.14）

4.11（1.64）
3.53（1.15）
4.72（1.21）

－0.18（1.17）
－0.61（1.04）
－0.36（0.96）

リスク評価 4.45（1.37） 4.73（1.33） 　0.28（1.09） 4.69（1.35） 3.89（1.36） －0.80（1.16）

出典：著者ら作成
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＝ 0.98，n.s.），「敏感不安（t［573.86］＝ 10.04，p＜ .001，d＝ 0.84）」と「結果不安（t［564.57］＝ 6.36，
p＜ .001，d＝ 0.53）」において調査 1よりも調査 2の変化量が大きかった。リスク評価についても，
調査 1よりも調査 2の変化量が大きかった（t［571.72］＝－16.93，p＜ .001，d＝ 1.41）。

3.4　COVID―19 に対する不安がリスク評価に及ぼす影響
　不安がリスク評価に及ばす影響を検討するため，リスク評価を従属変数，3つの不安を独立変数
としたモデルを仮定した。調査ごとの各変数の相関係数を表 4に示す。調査 2における前半の「疎

図 2　緊急事態宣言発令・解除前後の COVID―19に対する不安感の変化
出典：筆者ら作成

表 4　COVID＝ 19に対する不安とリスク評価の相関係数

調査 1 疎外不安 敏感不安 結果不安 リスク評価

疎外不安 .46＊ .42＊ .32＊

敏感不安 .38＊ .47＊ .40＊

結果不安 .43＊ .43＊ .39＊

リスク評価 .30＊ .38＊ .31＊

下段：前半（発令前）　上段：後半（発令中）

調査 2

疎外不安 .40＊ .45＊ .28＊

敏感不安 .32＊ .46＊ .37＊

結果不安 .44＊ .41＊ .29＊

リスク評価 .23＊ .37＊ .34＊

下段：前半（発令中）　上段：後半（解除後） ＊p＜ .001

Pearsonの積率相関係数
出典：筆者ら作成
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外不安」とリスク評価（r＝ .23），後半の「結果不安」とリスク評価（r＝ .29）に弱い相関，その
他の変数間に中程度の相関が認められた。独立変数間に中程度の相関があったことから，独立変数
間に共分散を仮定した。
　このモデルについて，調査ごとに前半と後半でパス解析を行った（図 3）。なお，統制変数として，
性別，学年，居住形態，主観的健康状態，K6を用い，統制変数間に共分散を仮定した飽和モデル
を設定した。その結果，調査 1の前半では「疎外不安（.13）」と「敏感不安（.26）」，後半では「敏
感不安（.23）」と「結果不安（.20）」，調査 2の前半では，「敏感不安（.24）」と「結果不安（.21）」，
後半では「敏感不安（.27）」からリスク評価へのパスが有意であった。

4．考察

4.1　緊急事態宣言が不安に及ぼす影響
　本研究の第 1の目的は，辻本ら［2023］が作成した「COVID―19に対する不安尺度」を用いて，
緊急事態宣言期間とその前後の不安の変化について検討することであった。
　まず，不安得点の記述統計量を確認すると，調査 1の前半と調査 2の後半における「敏感不安」
を除いて，全ての不安得点が中央値（4.00）以上であった。その中でも，「結果不安」の得点が，
調査 1・2を通して高い傾向にあった。辻本ら［2023］は不安尺度の作成にあたり，尺度項目の収
集を目的として，COVID―19の感染拡大下で感じている不安の具体的な内容を自由記述形式で収集
した（N＝ 85名）。その内容を整理したところ，総反応数 202例のうち，最も多かった反応が「自

図 3　緊急事態宣言発令後および解除後の不安感がリスク評価に及ぼす影響
＊p＞.05，＊＊p＞.001
パス係数・R²　左：前半 /右：後半
パス係数の値は標準化係数を用いた
統制変数として，性別・学年・居住形態，主観的健康状態，精神的健康（K6）を用いた
性別（女性＝ 1）と居住形態（1人暮らし＝ 1）はダミー変数を用いた
統制変数と誤差変数は省略した
出典：筆者ら作成
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分から他者に感染させること」であり（頻度：60，29.7％），次いで「後遺症が残ること」であっ
た（頻度：34，16.8％）。「結果不安」の項目には，多くの懸念が反映されたこれらの反応が含まれ
ていることから，今回の調査においてこの下位尺度の得点が高くなったと思われる。
　次に，調査ごとに前半と後半の不安尺度の下位尺度得点に差があるかどうかを検討するために t
検定を行った。その結果，調査 1の前半における「疎外不安」を除いて，緊急事態宣言が発令され
ている時期の方がそうでない時期と比較して不安が高かった。2021年の調査当時は COVID―19に
対する社会的関心が高かったことに加え，感染が拡大した第 4波から第 5波にかけての時期であっ
た。そのため，緊急事態宣言が発令されていない時期であっても，多くの人が社会的・認知的不快
感を覚えていた様子が窺えた。しかし，緊急事態宣言が発令されたことでさらにその不安が高まっ
ていたことから，法的な拘束力のない宣言であっても我々の心理状態に影響を及ぼすことが明らか
となった6）。
　「疎外不安」については，感染そのものに対する不安ではなく，人間関係に起因した不安である。
調査 1の前半は，緊急事態宣言発令前であったが，感染が拡大していた時期であった。こういった
状況の中で，たとえ本人が予防行動をとっていたとしても，不運にもウイルスに感染してしまうと，
感染対策を怠ったために感染したのではないかと疑われ，非難される恐れがあった。そのため，緊
急事態宣言発令前にあたる調査 1の前半において，既に不安が高まっていた可能性が推察される。
　最後に，2つの調査における前半と後半の変化量を比較したところ，緊急事態宣言発令前から発
令中にかけて実施した調査1よりも，発令中から解除後にかけて実施した調査2の変化量が大きかっ
た。調査 2を実施した時期の感染状況を確認すると，2021年 8月中旬から下旬にかけて，全国的
にほぼ全ての地域においてこれまでに経験したことのない感染拡大が継続していた。しかし，調査
2の時期に該当する 9月上旬から中旬頃になると新規感染者数は急速に減少傾向となり，11月に入
ると 1年前の夏以降で最も低い水準となった［国立感染症研究所，2021］。本研究の結果は，感染
拡大の時期よりも，感染が収束する時期の方がより心理的な変化が大きいことを示唆するものであ
るが，調査 2の後半において感染状況がかなり落ち着いついていたことも影響したと考えられる。

4.2　緊急事態宣言発令前後の不安がリスク評価に及ぼす影響
　本研究の第 2の目的は，緊急事態宣言期間とその前後における COVID―19に対する特有の不安
がリスク評価に及ぼす影響を検討することであった。リスク評価を従属変数，3つの不安を独立変
数としたモデルを仮定し，調査ごとに前半と後半でパス解析を行った。その結果，「疎外不安」は
調査 1の前半，「敏感不安」は全ての時期，「結果不安」は調査 1の後半と調査 2の前半においてリ
スク評価を促進しており，緊急事態宣言が発令されている時期とそうでない時期によって不安がリ
スク評価に及ぼす影響が異なっていた。
　前述した通り，「疎外不安」は感染そのものではなく人間関係に起因した不安であるため，感染

6）　及川と及川［2010］は，09年に生じた新型インフルエンザの感染拡大時に 4時点にわたって調査したところ，
調査を重ねるごとに新型インフルエンザに対する不安感情は低下していったと報告している。その理由として，イ
ンフルエンザ関連の報道が何週も繰り返されることで，感情反応の飽和が生じたためだと推測している。この研究
においても 4時点中 2番目の調査において国内の一部地域に緊急事態宣言が出されたが，不安感情が高まることは
なかった。COVID―19のパンデミックと比較して，新型インフルエンザの感染拡大が短期間で収束したこと，死者
数が少なかったことなどの違いもあるが，本研究においてはこういった感情の飽和化は認められなかった。
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リスクが高まる行動に抵抗を感じるリスク評価とは一部の時期においてしか影響が認められなかっ
た。「結果不安」は感染したことの結果（影響）への不安を表したものであるため，自らへの感染
の可能性が高まる時期，つまり緊急事態宣言の発令中（調査 1の後半と調査 2の前半）においてリ
スク評価を促進したのだと考えられる。一方，「敏感不安」は感染に対する神経質な様子を表した
ものであるため，緊急事態宣言が発令された時期の有無にかかわらずリスク評価を促進していた。
　以上の結果から，緊急事態宣言発令中にリスク評価を促進した「敏感不安」と「結果不安」において，
渡辺［2021］が指摘する「情報効果」が認められたと言えよう。しかし，「敏感不安」については，
感染拡大が収束していた調査 2の後半であっても，リスク評価を促進させていたことから，過剰な
リスク評価をもたらしている可能性が考えられる。過剰なリスク評価は自制という形でより自粛行
動を促すかもしれないが，その行動がさらに恐怖の増大につながり，結果として心理的苦痛をもた
らすことが指摘されている［Sugawara et al., 2022］。また，自粛行動の結果，自宅にいる時間が長
くなると，メディアの視聴やソーシャルメディアの利用時間も長くなることが予想される。メディ
ア上で毎日更新される感染拡大の情報や死者数，またはそこに氾濫する偽の情報に曝されることは，
ウイルスへの恐怖や不安をさらに増大させることになる［Dong & Bouey, 2020; Mejia et al., 2020］。
そのため，感染予防行動の関連要因を検討した樋口ら［2021］は，予防行動を促すためにリスクを
強調したり，恐怖に訴えかけるようなアプローチをしたりするのではなく，まずは「予防行動をす
べき」という規範意識の形成と，行動の予防効果のアピール，簡単にできると認知してもらうため
の取り組みが必要だと提言している。こういった取り組みに加えて，特に若年層におけるソーシャ
ルメディアの利用率の高さや利用時間の長さからも，健康に関する情報の正確さを見極め，適切に
活用するためのヘルスリテラシー［Nutbeam, 1986］に関する教育も平常時から行っていく必要が
あるだろう。

4.3　本研究の限界
　最後に本研究の限界について述べる。本研究では緊急事態宣言が発令された時期とそうでない時
期を比較して，その宣言が不安やリスク評価に及ぼす影響を検討した。しかし，緊急事態宣言が発
令（解除）されたということは感染が拡大（収束）していることを意味している。つまり，その影
響が，宣言が発令されたことによるものなのか，感染状況によるものなのかを区別することができ
ない。また，本研究では回答期間として 1週間程度の猶予を設けており，その間にも感染状況は変
化し続けていた。さらに，本研究のデータは，COVID―19禍における大学生の精神的健康状態を定
期的に調査していた過程で得られたものである。そのため，緊急事態宣言が発令（解除）された直
前（直後）に調査を実施していないため，宣言の影響を正確に捉えたとは言いがたい。以上のよう
に，宣言の発令前，発令中，解除後に実施した調査の時期を統制したとは言えず，結果の解釈につ
いては慎重になる必要がある。
　しかし，今回のパンデミックは我々の社会や心理状態に大きな影響をもたらしたことを考えれば，
こういった時期に得られた調査結果は貴重である。今般，グローバル化の進展によって海外からの
人流が数十年前と比較して格段に活発化した。そのため，世界のどこかで発生した未知のウイルス
が引き起こす新たなパンデミックに，日本が再び巻き込まれる可能性は十分にある。そういった状
況になれば，再び大規模な防疫政策がとられ，我々の生活が制限されるだろう。その際に，不安の
状態やそれがリスク評価に及ぼす影響を検討するうえで本研究の結果は有用だと考えられる。
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付録　COVID―19 に対する不安尺度

［疎外不安］
新型コロナウイルスに感染すると，周囲に自分を特定されそうで不安だ
感染者になると，自分の噂やデマが広がりそうで不安だ
新型コロナウイルスに感染すると，周囲から誹謗中傷を受けそうで怖い

［敏感不安］
新型コロナウイルスがそこら中にいるように感じる
周りの人が新型コロナウイルスに感染しているように思える
気づかないうちに新型コロナウイルスに感染しているかもしれない

［結果不安］
コロナウイルスの症状がおさまったとしても，後遺症が気がかりだ
新型コロナウイルスに感染すると，死んでしまう可能性がある
無症状だと自覚がないまま他の誰かにうつしてしまいそうで心配だ
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要　　旨

　本研究の目的は，辻本ら［2023］が作成した「COVID―19に対する不安尺度」を用いて，緊急事態
宣言期間とその前後の不安の変化を検討し，その不安がリスク評価に及ぼす影響を明らかにすること
であった。本研究では，調査 1として緊急事態宣言発令前後となる 2021年の 4月（前半：発令前）
と 5月（後半：発令中），調査 2として解除前後となる同年 9月（前半：発令中）と 11月（後半：解
除後）に調査を実施した。調査ごとに前半と後半の不安尺度の下位尺度得点に差があるかどうかを検
討した。その結果，一部の下位尺度を除いて，緊急事態宣言が発令されている時期の方がそうでない
時期と比較して不安が高かった。次に，リスク評価を従属変数，不安尺度の 3つの下位尺度を独立変
数としたモデルを仮定し，調査ごとに前半と後半でパス解析を行った。その結果、緊急事態宣言が発
令されている時期とそうでない時期によって不安がリスク評価に及ぼす影響が異なっていた。


